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ＮＴＴのＯＳＵ共用は技術的に可能。

ＯＳＵ共用は運用可能。

ＮＴＴのＯＳＵ共用は技術的に可能。

ＯＳＵ共用は運用可能。

ＯＳＵ共用環境を構築し、検証した結果は以下の通り

別紙２
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検証内容

ＯＳＵ共用の基本的な技術検証は、平成１８年７社連名プレスリリースのとおり一般に市販されているＯＳ
Ｕを用いて技術的に可能であることを検証済みである。よって今回は、

①ＮＴＴ東日本のＯＳＵで同様の結果が得られるかどうかの技術面の検証
②ＮＴＴ東日本設備を複数の事業者が共用する場合の運用面の検証

を行う。それぞれの検証内容は以下の通り。

■ラボでの検証
ＮＴＴ外販許諾品のＯＳＵとＯＮＵを用い、ソフトバンクＢＢ社内のラボに環境を構築する。
ＯＳＵ共用において、ＮＴＴ外販許諾品であるＯＳＵ、ＯＮＵを用いても問題が無いことなど、技術面の検

証を行う。

■ＮＴＴ商用設備での検証
接続事業者の幹事会社がＮＴＴ東日本の接続約款メニューであるシェアドアクセス（ＯＳＵを含む）と接続

し、幹事会社がそれ以外の接続事業者に対して一分岐貸しを行う。
上記構成にてＯＳＵ共用を行う場合において申請手続きや保守運用体制などに問題が無いことなど、運用面

の検証を行う。
本検証では幹事会社はソフトバンクテレコムが担当した。
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ラボでの検証
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ラボでの検証（ＮＴＴ外販許諾ＯＳＵ性能試験）

■検証方法
ＮＴＴ外販許諾品のＯＳＵとＯＮＵを用い、ソフトバンクＢＢ社内に下図のような環境を構築する。
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ＮＴＴ外販許諾品はＮＴＴ東西のフレッツシリーズで採用している機器と同等である。この環境で上り方向
と下り方向それぞれにおいて、ＯＳＵ共用が可能な性能を有しているか検証する。
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ラボでの検証（ＮＴＴ外販許諾ＯＳＵ性能試験）

■検証内容
上り方向のトラフィックはＯＳＵで帯域制御を行うことになる。よってＮＴＴ外販許諾ＯＳＵの帯域制御が

有効に動作し、大量のトラフィックを発生させる利用者（ヘビーユーザー）から他のユーザーの通信を保護で
きることを確認する。

下り方向のトラフィックは各事業者網から振り分けＳＷに流れ込み、ＯＳＵへと流される。このときＯＳＵ
は上流から受け取ったデータを各利用者に送信するのみである。そのため帯域制御を行う場合は振り分けＳＷ
で制御することになる。よって振り分けＳＷの帯域制御機能がＮＴＴ外販許諾ＯＳＵを介しても有効に動作し、
大量のトラフィックを発生させる利用者（ヘビーユーザー）から他のユーザーの通信を保護できることを確認
する。

なお帯域制御の設定はＯＳＵ共用における各事業者のサービス品質ポリシーを考慮し、全回線に同一の帯域
保障設定をした環境（同一帯域保障）の他、複数の異なる帯域保障設定をした環境（混在帯域保障）を用意し、
６４ｂｙｔｅ、５１２ｂｙｔｅ、１５１８ｂｙｔｅのフレームサイズで検証した。

■検証結果
上り方向と下り方向のどちらについても、まず全利用者が最低保障帯域以下のトラフィックを流している場

合には、当然ながらどの通信にも影響（パケットロス）がなかった。次に、ヘビーユーザーによって全体のト
ラフィックが事業者振り分けＳＷとＯＳＵ間の通信容量を越える場合には、ヘビーユーザーにのみパケットロ
スが発生し、他のユーザーのトラフィックには影響がなかった。

これらの結果は同一帯域保障、混在帯域保障のどちらでも同様であり、ＮＴＴ外販許諾ＯＳＵの帯域保障機
能が有効であることを確認できた。この機能を用いることによって、ヘビーユーザーから他の利用者の通信を
保護することができる。
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ＮＴＴ商用設備での検証
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ＮＴＴ商用設備での検証（設備構成）
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ＮＴＴ商用設備での検証（技術面）

■検証内容
ＮＴＴ東日本のシェアドアクセスと、幹事会社が設置した事業者振り分けＳＷ及びＯＮＵを接続することで、

ラボ検証と同様な構成でのＯＳＵ共用環境を構築する。この環境で各社が提供している通信サービスが提供可
能かどうかを確認した。

■検証結果
各社それぞれに提供するサービスは異なるが、確認した主な項目は以下のとおり

・自社網への疎通
・インターネットコンテンツ等へのアクセス可否・速度
・リアルタイムパケット通信
・ＩＰマルチキャスト動画配信
・０ＡＢ－Ｊ ＩＰ電話
・通信のセキュリティ確保

確認の結果、いずれのＯＳＵ共用事業者も一分岐単位での貸し出し形態で自社のサービス提供が可能との判
断を得られた。
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ＮＴＴ商用設備での検証（運用面）

■検証内容
ＮＴＴ商用設備環境において、ＯＳＵ共用による一分岐貸しを実現することは本検証が初の試みである。ま

た、ＮＴＴ東日本では平成２０年２月２８日に提出された次世代ネットワークに係る接続ルールの在り方につ
いて答申（案）に対する意見書で「メディアコンバータやＯＬＴ、スプリッタ等の局内装置類は、誰でも容易
に調達・設置可能であり、現に他事業者は局舎コロケーションを利用して自ら設置（例えば、ＯＬＴは延べ約
９１０ビルに設置（ＮＴＴ東日本エリア、（Ｈ１９.６末時点）しており、その結果、接続料を設定したもの
の利用実績は皆無であります。」と公表しており、その後の期間における貸し出し実績については不明ではあ
るが、引き続き皆無である可能性が極めて高いと考えられる。

よって、まずはＮＴＴ商用設備環境を構築するための相互接続において、ＮＴＴ東日本の公表約款等では補
えない申請の流れや申請様式を確認する。

次に幹事会社が一分岐貸しを接続事業者に提供できるように環境を構築した後、エンドユーザーに起因する
アクション（契約開始、解除等）に対応するために必要となる接続事業者、幹事会社、ＮＴＴ東日本間でのオ
ペレーション（申請）フローと申請様式の検討を行い、ＯＳＵ共用の運用が可能であるか検証する。

さらに幹事会社や接続事業者に起因するサービス品質の変更や新サービス提供を模擬的に実施し、ＯＳＵ共
用事業者間の調整結果を受けて対応可能であることを検証する。

なお本検証にあたってＮＴＴ東日本からは、提示した申請様式、申請の流れ、回答・対応期限等は暫定的に
整備したものであって、大量の手続きが発生するような商用時にはそのまま適用できない可能性がある旨が表
明されている。

■検証結果
相互接続の手順についてＯＳＵ共用環境は接続約款に準じる範囲で問題なく構築できることが確認された。
接続事業者、幹事会社、ＮＴＴ東日本間でのオペレーションについては、エンドユーザーからの新規契約、

キャリアチェンジ、解約申し込みに対応するオペレーションを行い、問題なく対応可能であることを確認した。
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サービス品質変更・新サービス追加 実績

■サービス品質変更時の対応
ＯＳＵ共用において、幹事会社が提供する一分岐貸しのサービス品質の変更や接続事業者毎の要求品質の変

更などが発生すると考えられる。この際、幹事会社は設備を保有するＮＴＴ東日本に対して、都度ＯＳＵパラ
メータの変更手続きを行う必要がある。これはＯＳＵの貸し出しにおいて特徴的であり、かつ過去に経験のな
い手続きであるため、申請手続きを複数回行うことで検証した。

２００９年２月 相互接続完了直後（帯域保障設定なし）
２００９年３月 幹事会社による一分岐貸しサービス品質の変更（帯域保障設定なし⇒同一帯域保障）
２００９年５月 事業者単位での要求品質への対応（同一帯域保障⇒混在帯域保障）

いずれの場合もＮＴＴ東日本からあらかじめ提示されていた約２週間程度の処理期間で実施できたため、問
題無いと判断できる。

■新サービス追加時の対応
ＯＳＵ共用において、接続事業者が新サービスを提供しようとする際にＯＳＵ共用を行う事業者間で協議等

が必要な場合が考えられる。これは主にＮＴＴビル内への機器設置あるいはネットワーク構成の変更が伴うよ
うな新サービスが想定されるため、本検証では開通済みのソフトバンクＢＢの回線に新サービスとして０ＡＢ-
Ｊ ＩＰ電話サービスを追加提供することで検証を試みたが、ＯＳＵ共用事業者間で協議等の必要性はなかった。

さらなる検証を行うには、ＯＳＵ共用における新サービス提供時の懸念をもつ事業者の参加と、具体的な新
サービス像が必要だと考える。
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保守体制

ＯＳＵ共用による一分岐貸しを行う場合、エンドユーザーには各事業者の設備を経由してサービスが提供さ
れるが、このような設備区分（技術面ーＮＴＴ商用設備での検証環境の図を参照）において故障等に対応でき
る保守・連絡受付体制が必要となるため、本検証でも各事業者間で試験的に体制を整えた。

ＮＴＴ東日本においては、本検証のための１ＯＳＵに対する暫定的な保守体制であり、保守体制に関する評
価を実施していないものではあったが、幹事会社との間において相互接続協定に係る保守確認事項が締結され
ている。ＯＳＵ貸し出しについては実績が不足しているものの、公表約款等に基づく一般的な保守対応に準じ
るものであって、既存保守体制から大きく逸脱するようなものではないと考えられる。

また、接続事業者においてはＮＴＴ東日本とは直接接続せず、幹事会社のみと接続して相互接続協定を交わ
すことになる。よって従来ＮＴＴ東西との相互接続経験があれば、その体制を幹事会社との保守・連絡受付に
も対応させることで保守体制を構築可能である。

幹事会社は前記の二者と相互接続契約等を行う。そのため、ＮＴＴ東日本と締結する保守確認事項と同様に
接続事業者との連絡窓口を明確化し、対応フローを取り決めて体制を整えた。

このようにＯＳＵ共用環境での保守体制は、ＮＴＴ東日本を含めた各社が現在運用している保守体制と大き
く変わらないことから、故障対応等の品質を維持することは可能であると考えられる。
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保守実績

本検証で整えた保守体制の実績は以下のとおり。

■振り分けＳＷ故障対応（２００９年２月）
ＮＴＴ商用設備での検証環境構築後に、振り分けＳＷのＫＤＤＩ向け接続ポートの状態が監視できなくなる

故障が発生。幹事会社とＫＤＤＩの連携により、故障対応を完了した。

■ＰＤ盤移設対応（２００９年３月）
フィールドトライアル環境の端末設置場所であるソフトバンクの都合により、オフィス内に設置してある

ＰＤ盤の移設作業を行った。この作業はＯＳＵ共用検証回線の全てが一時的に切断されることになる支障移転
の扱いで行われた。ＰＤ盤にはＯＳＵ共用検証用回線だけでなく、Ｂフレッツ等の回線も配線されていたが、
事業者間の事前連絡・調整により無事に移設を完了した。

■ＯＮＵ交換
本検証ではＯＳＵがＮＴＴ東日本設備、ＯＮＵが幹事会社所有のＮＴＴ外販許諾品の組み合わせであるが、

このような場合における保守手順の確認として、ＯＮＵ交換の検証を行った。
新しく交換するＯＮＵを認証させるには、固有のＭＡＣアドレスをＯＳＵに登録することが必要であり、そ

のアドレスをＮＴＴ東日本に申請する必要がある。その方法についてはＮＴＴ東日本との協議によって、帯域
制御等にも使われるＯＳＵパラメータ設定の申請様式の提出によって行うことと整理され、２００９年９月に
ＯＮＵ交換を実施した。

しかしＯＳＵパラメータ設定の手順では、申請から設定変更工事までに標準でおよそ２週間の期間が必要と
なる。その間は通信できない状態が続くことになるため、その期間をもっと短縮できるような手順を検討する
必要がある。もしＮＴＴ東日本が提供するＢフレッツ等の保守にて、同等の行為が短期間で対応できるのであ
れば、それに近い設備形態として、ＮＴＴ東日本所有のＯＮＵを利用したＯＳＵ共用も一考に値する。
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まとめ
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まとめ

本検証では、ＮＴＴ東日本のＯＳＵを用いても問題なくＯＳＵ共用が技術的に可能であることが分かった。
具体的には、ヘビーユーザーが他のユーザーに影響を及ぼさず、各社の既存サービスもＯＳＵ共用環境で問題
なく提供できることが確認できた。

次に運用面については、本検証のためだけに暫定的な対応・体制となる部分がＮＴＴ東日本、幹事会社、接
続事業者それぞれにあったものの、ＮＴＴ東日本との公表約款に準じた相互接続手続きを経て、ＮＴＴ商用設
備を利用してＯＳＵ共用を実現した。

幹事会社と接続事業者間での手続き、保守・監視体制等については事業者間協議で速やかに取り決めること
ができ、さらに故障発生、ＰＤ盤の支障移転対応の実績も得られた。よって、ＯＳＵ共用環境の運用にも大き
な支障はないと考えられる。

また「新サービス提供時の問題」の検証として「０ＡＢ－Ｊ ＩＰ電話サービスの追加」を実施したが、Ｏ
ＳＵ共用事業者間で問題は発生しなかった。なお本検証の実施にあたり、ＮＴＴ東日本との協議は不要であっ
た。

ＮＧＮ接続ルール答申において「競争事業者間であっても、各社個別に芯線を利用するよりは、ＯＳＵを共
用し１芯当たりの契約数を増加させる方が、ＦＴＴＨサービスの提供コストを低廉化させることが可能である
ことから、まずは競争事業者間でのＯＳＵ共用の取組を積極的に進めることが適当と考えられる。」との考え
方が示されているが、事業継続性に関するシミュレーションを行ったところ、接続事業者のみによるＯＳＵ共
用では事業継続できないが、ＮＴＴ東西も含めてＯＳＵ共用を行えば事業継続可能性があることが確認できた。
また、従来より接続事業者は光配線区域の拡大を要望しているところであるが、シミュレーションで光配線区
域数が少ない（＝光配線区域が広い）ほど、稼働率が向上しやすいことも改めて確認できた。


